
令和５年地方分権一括法における公立大学法人の年度計画及び年度評価の廃止

○ 地方独立行政法人法（平成15年法律第108号）上、公立大学法人は毎事業年度の開始前に、その事業年度の業務運営に関する
計画（年度計画）を定め、当該年度計画を設立団体の長に届け出るとともに、公表しなければならない。

○ また、公立大学法人は、各事業年度における業務の実績について、評価委員会の評価（年度評価）を受けなければならない。

※ また、公立大学法人においては、設立団体の長は６年間で達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）を定め、
公立大学法人は中期目標を達成するための計画（中期計画）を作成し、設立団体の長の認可を受けるとともに、公表しなければならない。

○ 令和３年度の国立大学法人法（平成15年法律第112号）の改正において、年度計画及び年度評価を廃止。

○ 廃止後においても、国立大学法人の担う業務の公共性及び透明な業務運営を確保する観点から、
中期計画に定める事項として、「教育研究の質の向上に関する目標」及び「業務運営及び効率化に関する目標」を達成するためにと
るべき措置の実施状況に関する指標を追加。

※ 具体的には、例えば、中期目標期間終了時までに、
「卒業生の県内就職率を年平均○％以上にする」、「自治体や地元民間企業との共同研究契約数を年平均○件以上とする」等、
客観的な数値、取組内容や達成水準に関する指標を定めることとされている。

現行制度の概要

地方公共団体からの提案

○ 今般、地方分権提案において、公立大学法人における年度計画の策定及び年度評価の実施について、国立大学法人法の改正に
倣い、廃止してほしい旨、地方公共団体から提案があった。

○ 提案理由としては、公立大学法人及び設立団体が、毎年度の年度計画及び年度評価に関する業務により多大な事務量が生じて
おり、リソースを教育の質の向上や地域貢献に資する取組に十分に振り分けられないことが挙げられた。

国立大学法人の制度改正

⇒令和５年地方分権一括法において、地方独立行政法人法の改正を行い、
公立大学法人に関しても、国立大学法人法と同様に、中期計画の記載事項として、中期目標を達成するためにと
るべき措置に関する指標を追加した上で、年度計画及び年度評価を廃止する。
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○公立大学法人においては、以下の事項
が毎年度義務付けられている

・年度計画の作成
・業務実績報告書を作成し、評価委員会
の年度評価を受ける

※国立大学法人においては、
年度計画、年度評価ともに令和４年４月に廃止

○国立大学法人の例を踏まえ、

年度計画及び年度評価を廃止（※）

○公立大学法人：
中期計画（６年）があるにも
かかわらず毎年の策定は負担

○地域における高等教育機会の提供や、
地域社会での知的・文化的拠点として
の業務を行うことができる

教育の質の向上や地域貢献に
十分に取り組めていない

公立大学が本来の役割に資する業務に
一層取り組むことが可能に！

○地方公共団体（設立団体）：
年度評価に係る事務負担が大きい

設立団体の長
の附属機関

中期計画の期間中の評価が6回→2回に

（施行日：公布の日）

（※）年度計画の廃止に伴い、中期計画の記載事項に中期目標を達成する
ため取るべき措置の実施状況に関する指標を追加。
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